
事業事前評価表(プロジェクト方式技術協力)

作成日：平成13年11月21日 担当部・課：森林・自然環境協力部 森林環境協力課

案件名：カンボディア森林分野人材育成計画

（The Capacity Building for the Forestry Sector in the Kingdom of Cambodia）

当該対象国：カンボディア 実施地域：プノンペン

実施予定期間：2001年12月16日～2004年12月15日

1. プロジェクト要請の背景

カンボディア国の森林は、乱伐、違法伐採、農地拡大、住民の収奪等によ

り、1969年に国土の73％を占めていた森林面積が1997年には58％まで減少し、

特に近年は減少率が大きくなっている。

年次 1969年 1985年 1993年 1997年

森林面積

(km2)
132,000 119,000 113,000 105,000

表1 森林減少の推移（State of World Forest, FAO（1997））

期間 1969年～1993年 1993年～1997年

年間森林減

少率
0.6% 1.8%

表2 平均年間森林減少率（State of World Forest, FAO（1997））

森林はカンボディアの自然資源の中で最も重要なものの一つとして位置づけられ

ており、森林から得られる燃料材、木材生産物によって国の社会・経済が成り

立っており、カンボディアの外貨獲得の重要な資源である。また、国民の85%

が森林や農業を生活の基盤としており、近年の森林減少の結果、最大の森林利用

者である地域住民及び共同体の生活基盤に対する懸念が生じている。そのため森



林の持続可能な利用方法を策定することは国の責務といえる。

しかしながら、本分野を担当しているカンボディア国農林水産省森林野生生物局

においては、植林、植林研究、訓練等の知識・経験が不足しており、住民への教

育等も十分に実施できないことから、1999年4月に我が国に対し、森林回復を目

的とした技術開発、モデル林の造林、林業訓練・普及の実施、コミュニティー

フォレストリーへの取り組み等を目的とした技術協力を要請した。

2. 相手国実施機関：カンボディア農林水産省 森林野生生物局

3. プロジェクトの概要および達成目標

(1)達成目標

1. プロジェクト終了時の達成目標

カンボディア国森林野生生物局職員を中心とする人材が、（a）森林資

源の回復、（b）森林管理及び利用および（c）コミュニティーフォレ

ストリーの各分野で、計画立案、実施、モニタリング・評価を行う一連

の能力を向上させ、自ら実行できるようになる。

2. 協力終了後に達成が期待される目標

プロジェクト実施によって得られた森林資源回復、森林管理・利用、コ

ミュニティ・フォレストリー等の分野の優良事業が、森林野生生物局職

員を中心とする人材によって、本案件終了から2年後の2006年にはカン

ボディア国内の10州以上、6年後の2010年には全ての州に広められ、カ

ンボディアの地域住民を巻き込んだ森林経営が全州に展開される。

(2)主な成果及び活動

1. カンボディアの森林資源の回復や森林管理利用に必要とされる知識の修

得や、能力を向上させるプログラムが、森林野生生物局によって毎年、

計画され、実施され、評価される

1. カンボディア森林分野人材育成のための主要課題を確認する



2. 人材育成のための対象者を確認するとともに、その選定基準を明

確にする

3. 訓練指導者を特定する

4. 人材育成のための年間計画を策定する

5. 年間計画を実施する

6. 年間計画のモニタリング・評価を行う

7. 次年度の年間計画に対して、評価結果をフィードバックする

8. 得られた教訓を将来にフィードバックする

（プロジェクトで得られた課題や教訓を相手国政府との会議の場

などにおいて紹介、協議し、カンボディアの森林資源の回復等に

貢献できるような情報を提供する。）

2. 森林野生生物局職員を中心とした中央・地方政府職員に対する訓練や研

修を実施する

1. 訓練施設を整える

2. 年ごとに策定された訓練や研修計画を実施する

（研修コースとして、「国有林再生」、「参加型森林管理」、

「普及」、「苗木生産」の4分野を想定している。また研修参加

者として、森林野生生物局職員、地方政府森林事務所関係者、地

方政府行政職員、地域社会からの代表者・住民など、潜在的には

450名以上の研修参加者が期待できる。）

(3)投入予定

1. 日本側

長期専門家：3名（チーフアドバイザー、業務調整員、研修・訓

練）

（約144百万円）

短期専門家：年間3名程度（関連分野を必要に応じて派遣）（約

18百万円）



研修員受入：年間3名程度（関連分野を必要に応じて受入）（約

27百万円）

機材供与 （約60百万円）

森林野生生物訓練センター建設（兼プロジェクト事務所）（約50

百万円）

（計：299百万円）

2. カンボディア側

人員：

森林野生生物局技術系スタッフ及び行政部門スタッフ計6名

秘書および運転手 数名 等 

施設：プロジェクト事務所（森林野生生物局本部内）、

研修施設・プロジェクト事務所用土地約3ha（ニュープノンペ

ン）、実習用地

ローカルコスト：施設維持費

(4)実施体制

農林水産省森林野生生物局長をプロジェクトの総括責任者（プロジェクトダ

イレクター）、同局副局長を実施責任者（プロジェクトマネージャー）と

し、プロジェクトの円滑な実施のための調整を行う。なお、プロジェクト実

施においては、同局職員に加え、地方州政府の森林に関わる技術系職員もプ

ロジェクトの事業の計画・立案・実施に参画する。

4. 評価結果（実施決定理由)

以下の視点からプロジェクトを評価した結果、協力を行うことは必要かつ妥当と

判断される。

(1)計画の妥当性

カンボディアは、国民の84％が地方に暮らし、その40％が貧困層とされる。



彼らは薪炭材採取や天然資源の利用など、生活の基盤を森林資源に大きく依

存しており、森林の荒廃は貧困の度合いを大きくする。森林資源の回復は、

直接、短期的に利益に結びつくものではないため、国家の事業として進める

べき性格である。しかし、カンボディア政府の直轄植林事業の実績は年間5

～6km2に留まっている。一方、カンボディアにおける実際の森林荒廃の進行

率（約1,500km2／年）は政府の植林面積を大きく超えており、国の事業のみ

ならず地域住民の参加による持続型の森林管理を全国に普及させる必要に迫

られている。地域住民による持続型の森林管理を進めるには、これら住民に

対して知識を普及させる機会を設定することが求められる。

そのため、カンボディア政府は森林資源の回復を進めるに必要とされる種々

の技術的支援を他機関に対して要望しており、一方、我が国では長年培われ

た苗畑技術や育林技術などは、この森林資源回復において十分に対応できる

だけの技術であり、そのためカンボディアの要望に対して積極的に関わって

いくことができる部分であると考える。これらの点からも、本プロジェクト

実施の妥当性は高いと言える。

なお、我が国は対カンボディア協力について、1999年2月に東京で開催され

たカンボディア支援国会合（CG）では、カンボディアにおける兵員削減、森

林保全、行政改革の必要性について確認し、カンボディア政府の自主的な取

り組みを支援していくことを表明している。それを受け国際協力事業団

は、2000-2003年を対象とするカンボディア国別事業実施計画を策定し、中

でも森林を含む「自然資源管理」を中心課題のひとつとしてとらえ、積極的

に支援することとしている。

(2)目標達成の見込み

森林野生生物局職員を中心とするターゲットグループが、年間計画を策定、

実施、モニタリング・評価するという一連のサイクルを行うことで、組織と

しての運営能力の向上が期待できる。さらに、他のドナーとの調整を行う機

会を多く設定することで、森林野生生物局が主体となってドナー間協調を推

進することとなる。



併せて、森林資源の回復や適切な森林管理などの分野において、参加者の要

望に対応していくつかの研修を実施することで、目的にあった人材の育成を

効果的に図ることが可能と考える。

これらにより、プロジェクト終了期間までに目標の達成が見込まれる。

(3)インパクト

現在の先行き不安な商業伐採依存から脱し、持続的な森林管理に移行するこ

とは、主として地方村落に長期的に益することとなる。また、森林資源は国

土、水、野生生物などを維持する機能を有し、国の資源を守るものである。

プロジェクトの上位目標は森林資源回復などの優良事業が広められることに

ある。森林分野政府職員らが包括的な訓練を受けることにより、森林をはじ

めとする自然資源の重要性を理解する機会が得られ、また彼らによって優良

な森林資源回復技術などを各地に波及させる活動を通じて、地域住民に対し

てその自然資源の重要性を理解させることとなる。

(4)実施の効率性

長期専門家は3名体制とするなど、森林分野政府職員の能力向上のために必

要な最低限の投入でプロジェクトを実施する。

また、他ドナーが先行で協力を実施しているため、これらドナーとプロジェ

クト実施における協調により、効率よく事業を実施できる体制としている。

研修においてもプロジェクト自前で全ての研修を行うことは想定せず、講師

陣は経験を有するドナーやNGOなどから調達するなど、効率よくプロジェク

トを実施する体制である。

(5)自立発展性

a. 制度・組織面

本プロジェクトの目標は、森林野生生物局等のターゲットとするグルー

プにおける人材育成や組織の能力強化に関する内容である。プロジェク

トでは人材育成のため、一年毎に計画を立て、実施し、モニタリング・



評価していく一連のサイクル管理を活用の上、これらのグループを支援

し、各種活動や取り組みを調整しながら能力のレベルアップを図ってい

く計画である。このように蓄えられた能力は、組織の財産として蓄積さ

れ、自らの力で将来も発展することが期待できる。

b. 財政面

カンボディアの経済状況を考えればプロジェクトのための予算の確保

は、不安要因としてもっとも大きい。しかし、プロジェクト実施による

効果で、将来的に住民自らが持続可能な森林管理を実施し、その結果と

して継続的に森林資源が得られるようになれば、住民の安定した生計に

大きく寄与できるばかりでなく、適切な森林管理を継続するための経費

確保に資することが期待できる。

c. 社会・技術面

プロジェクトでは実習地における実地訓練を盛り込むこととしている。

実習は、実習地周辺において実際にどの様な問題が発生しているのかを

理解する場であるとともに、これら実習を通じて問題解決の手段を自ら

考え出す場を提供する。また、この様にして野外での経験を積み重ねる

ことで、これら訓練を受けた者が全国で指導する際に、自らの力で的確

な問題解決の手段を地域住民に与えることが可能となる。

5. 外部要因リスク（外部条件）

留意すべき外部要因リスクは、以下のものが想定される

1. カンボディアにおける経済および社会安全が悪化した場合、プロジェクト

活動に支障が生じる可能性がある。

2. カンボディア政府が人材育成重視から政策を変更した場合、訓練・研修計

画策定に大きな影響が出る可能性がある。

6. 今後の評価計画

(1)評価に用いる成果指標



1. プロジェクトで策定、実施された訓練コースが当該分野のニーズを満た

した度合い

（研修参加者およびその所属機関に対して、アンケートやインタビュー

を実施し、研修前後の技術的な向上の度合い、意識の変化、技術の適応

程度などを確認する）

2. 各訓練コースのカリキュラムの利用度合い

（研修終了後に研修生が実業務においてどの程度利用されているか確認

する）

3. 建設された訓練センターの利用度合い

（プロジェクトによる研修実施回数、他ドナーによる研修の回数、会合

の回数、セミナーの回数等を確認する）

4. 森林野生生物局らが構築した森林問題解決のための人的ネットワークの

広がりの程度

（研修を受講した森林野生生物局職員らが実施した地方村に対する森林

回復技術講習会の回数と村から汲み上げられた問題の数、森林野生生物

局職員が主体となって開催した会議の数等を確認する）

5. 人材育成のための年間計画を策定し、実施し、モニタリング・評価する

場合において必要とされた専門家の助言の程度

（人材育成が進めば、計画策定、実施、モニタリングの場において、プ

ロジェクトの専門家がカウンターパートに対して行う助言の程度が年を

追う毎に減少し、次第にカウンターパートが自ら主体的にプロジェクト

を運営できる様になることであり、よって専門家の助言の程度を確認す

る）

(2)評価スケジュール

中間評価（2002年10月頃）、終了時評価（2003年12月頃）、事後評価

（2008年頃）を実施予定。




